
事務事業評価の評価結果について（平成27年度の事業に対する評価）

都市計画部 評価：４＝できている　３＝概ねできている　２＝課題克服が必要　１＝未着手状況　　

指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成28年
度以降の事
業の方向性

所見

都市政策課
都市計画
関係事業

都市計画法等に基づく事務等の
適切な執行により、本市の健全
な発展と秩序ある整備を図り、
もって国土の均衡ある発展と公
共の福祉の増進に寄与します。

都市計画関係
事務等の適切
な遂行

関連法に基づく事務が主
となるため、数値目標を
設定することは困難であ
るため、定性的な指標設
定とします。

事務等の効率化を念
頭に置いて適切に業
務を遂行します。

紙ベース資料のさらなる
データ化により、窓口・
電話対応の迅速化と、都
市計画情報システムのＨ
Ｐ掲載のＰＲによって、
窓口・電話問い合わせ件
数の縮小を図ることがで
きた。（窓口▲209件，
電話▲176件）
また、都市計画道路の見
直しにかかる廃止及び変
更について、説明会等で
の意見を踏まえ確定案を
作成しました。

4
都市計画法等の関連法に
基づく事務を適切に実施
することができました。

拡充・充
実

平成２７年度に行った、
本市の課題や現状の分析
をもとに、新津市都市マ
スタープランの全体構想
案を作成します。
また、今後においても都
市計画法等の関連法に基
づき事務を適切に実施し
ていきます。

　三重県屋外広告物条例
に基づき屋外広告物設置
の許可や指導等を行った
ことで、良好な景観を形
成する誘導ができまし
た。
　将来の津市を担う子ど
もたちへ、景観形成関係
事業の一環として、昨年
に引き続き津市立明小学
校5年生（17名）を対象
に、11～12月の約2ヶ
月にわたり、7時限の景
観教育を実施しました。
楠原のことを聴いて調べ
て、楠原に今あるものを
もとにまちを好きにな
り、人が集まる賑やかな
楠原にするため自分たち
にできることを考え発表
することで、景観への関
心を高めたり、自分たち
の住む地域への誇りや愛
着を持つ心を育てること
ができました。
　景観行政団体として、
景観法に基づく届出の審
査を行い、建築物等の景
観に対する配慮を求める
ことで良好な景観形成を
図ることができた。ま
た、一身田寺内町や芸濃
町楠原地区等で地区の景
観形成基準の策定を目指
して協議や合意形成を行
い、重点地区の指定に向
けた取組を進捗させ、一
身田寺内町地区について
は市内初の重点地区に指
定することができまし
た。

拡充・充
実

　平成25年度に策定した
津市景観計画を運用し、
市内の景観特性に応じた
景観形成を推進するとと
もに、景観啓発活動にも
取り組み、市民の景観に
対する意識の向上を目指
します。また、重点地区
の指定に向けた地元住民
との協議を引き続き行い
ます。
　市域における良好な景
観の形成を図るため、三
重県屋外広告物条例に基
づく広告物の指導強化を
計画的に進めます。

計画的なパトロール
等を、定期的に実施
することにより、年
間を通じての違反屋
外広告物の把握、指
導に努め、良好な景
観をめざします。
景観法に基づく届出
については、事務等
の効率化を念頭に置
いた適切な業務遂行
をめざします。

強化期間と強化路線を設
定して、計画的にパト
ロールを行い、違反物件
の指導を行った結果、一
部違反の是正につなげる
ことができました。

津市景観計画に基づく津
市独自の基準のもと、良
好な景観形成のために建
築物等の誘導を行いまし
た。届出審査業務の効率
化のため、提出書類には
チェックシート方式を用
いていますが、建築物と
工作物共通でありチェッ
クしづらい項目もあった
ことから、様式の改良に
努めました。また、景観
への影響が大きい一定規
模の太陽光発電設備の設
置について、平成28年4
月1日から届出対象工作
物とするため、津市景観
規則の改正を行いまし
た。

4都市政策課
景観形成
関係事業

　市域における良好な景観の形
成を図ることで、市民が住みや
すく、市民や来訪者にとって魅
力的なまちづくりを推進しま
す。

違反屋外広告
物の把握、指
導
景観法に基づ
く届出の適切
な審査

　良好な景観の形成に対
し、影響の大きい屋外広
告物について、違反物件
や新規物件に対する適正
な指導が必要であること
から、指標として設定し
ました。
　また、景観法に基づく
届出は、大規模な建築物
等が対象となり、その処
理過程において、周辺の
景観との調和を図るため
の協議や指導が必要であ
ることから、指標として
設定しました。

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成27年度） 事業の評価 所管課長等による評価
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都市政策課
都市整備
関係事業

　総合計画の位置付けに基づ
き、中心市街地や公共交通の結
節点などにおける都市機能の充
実、強化を図り、拠点形成を図
ります。
　また、交流拠点である津なぎ
さまちから大門・丸之内地区を
経て、新産業交流拠点の形成を
めざす津インターチェンジ周辺
にかけては、中長期的な展望の
もとに、県都としての求心力を
高めていくことができる都市機
能形成をめざします。

新都心軸に関
する啓発人数

　県都としての求心力を
高めていくことができる
新都心軸の形成をめざす
として総合計画で位置づ
けされた当該事業は、基
本的な計画（構想）作り
に年月を費やし、その後
実施計画を作り、設計、
整備へと進む長期事業
で、短期間では目に見え
た成果が現れず、また数
値化しがたい事業のた
め、事業構想を普及すべ
く啓発人数を指標としま
した。

2,500人 3,000人
イベント時に計画通りに
啓発活動を遂行できまし
た。

3

津インターチェンジ周辺
地区においては、新産業
交流拠点としての土地利
用について、法令改正及
び規制緩和の要望を行っ
た。中心市街地は交流拠
点という方向性に沿っ
て、関係部局と情報共
有、連携しながら在り方
を検討した。津なぎさま
ちにおいては、みなとま
ちづくりに係る調査・研
究等の取り組みを行いま
した。

拡充・充
実

新都心軸整備関係事業に
つきましては、農地の確
保・保全や市街化拡大の
抑制に向けた法律の改正
を踏まえ、また、国・県
の東日本大震災を踏まえ
た沿岸部の土地利用に対
する整備の考え方や法律
の改正等の動きを注視し
ながら、各拠点の土地利
用に係る施策の方向性を
都市マスタープランの策
定作業の中で検討してい
きます。

都市政策課
空家等対
策関係事
業

市内における空家の状況を把握
し、特別措置法に基づき策定し
た空家等対策計画により空家等
に関する施策を総合的かつ計画
的に推進し、公共の福祉の増進
と地域の振興に寄与します。

空家の外観調
査の適正な実
施

空家等対策の実施の検討
を行う業務であることか
ら、数値目標を設定する
ことは困難であるため、
定性的な指標設定としま
す。

空家等対策計画作成
に向け、市内の空家
の正確な把握に努め
ます。

市内空き家の分布及び状
態について正確に把握す
ることができました。

4

市内空き家の分布及び状
態について正確に把握
し、また空き家所有者の
意向等を把握することが
できました。

拡充・充
実

空家等対策を総合的かつ
計画的に実施するため、
平成２７年度に行った外
観調査及び所有者アン
ケートの結果等を踏ま
え、空家等対策計画を作
成します。

都市政策課
緑化推進
事業

市民・事業者・行政が一体と
なって、緑豊かな環境と共生で
きる美しいまちづくりを目指
し、地域緑化を推進します。

緑化・美化運
動

自治会やボランティア団
体等による地域の道路や
公園などの公共空間に花
苗や樹木等を植える緑
化・美化活動は、市民と
の協働による緑化推進を
図る上で重要であり、こ
のような活動を支援する
緑化・美化運動花苗等支
給事業における支給件数
を指標として設定しまし
た。

195件 212件

目標件数を上回る活動を
していただき公共空間の
緑化推進を図ることがで
きました。

4

「津市民緑と花の市」の
開催、記念樹の配付、生
け垣緑化用の苗木配付等
により家庭や地域におけ
る緑化意識の向上に寄与
することができました。
　また、公共空間の緑化
推進を図るための緑化・
美化運動への参加団体も
増加し、緑豊かで美しい
まちづくりに関する意識
の向上にも寄与すること
ができました。

拡充・充
実

　既に取組んでいる緑化
事業が、予算の範囲内に
おいて最大の事業効果が
得られるよう、制度の在
り方を検討し、津市緑化
基金を有効に活用した、
市民の緑化意識の高揚と
市民との協働による緑化
の推進を目指します。

都市政策課
市街地再
開発事業

　市街地における土地の合理的
かつ健全な高度利用と都市機能
の更新を図るため、建築敷地の
統合・共同建物の整備及び道
路・公園等の公共施設を一体的
に整備します。

事業用地の取
得筆数

Ａ－２地区での道路改良
工事に係る事業用地を確
保する必要があり、事業
用地の取得筆数を活動指
標として設定します。

3筆 1筆
地権者から、事業用地を
取得するため、個別に訪
問し協議を行いました。

3

総合計画に位置付けられ
た多様な交流の拠点とな
る都市核である津駅周辺
地区において、土地の高
度利用と都市機能の更新
を図るため、津駅栄町線
の拡幅工事を実施するた
め、地権者からの事業用
地の取得に向け、個別に
訪問し協議を行い事業に
必要な３筆の内、１筆を
取得しました。また、関
係機関及び地権者ととも
に市街地再開発事業の推
進を図りました。

拡充・充
実

Ｂ地区、Ｃ地区について
は、関係地権者、関係機
関等との協議を継続し、
熟度の高まりを含めた諸
条件が整うまでの間は、
現状業務を基本とする
が、関係地権者の意向把
握に努め、全体事業に影
響を及ぼさないよう様々
な検討を加え事業を執行
します。Ａ－２地区にお
ける、津駅栄町線拡幅工
事については、事業用地
を確保するため引き続
き、残り２筆の事業用地
の取得に向け、地権者と
の交渉を進めていきま
す。
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開発指導室
開発指導
関係事業

　市内で宅地開発などを行おう
とするものに対して、都市計画
法による許可及び津市開発行為
に関する指導要綱等による確認
に関する事務処理や指導を行う
ことにより、開発地の良好な宅
地水準を確保するとともに、健
康かつ安全な生活環境の保全と
良好な都市環境の整備を図りま
す。

審査、指導、
許可の迅速化

　都市計画法・三重県宅
地開発事業の基準に関す
る条例・津市開発行為に
関する指導要綱により、
宅地開発等を行おうとす
る者に対して、審査、指
導、許可を更に適正に迅
速に行います。

都市計画法・三重県
宅地開発事業の基準
に関する条例・津市
開発行為に関する指
導要綱により、宅地
開発等を行おうとす
る者に対して、審
査、指導、許可を更
に適正に迅速に行う
ことを目標としま
す。

これまでの取り組みにつ
いて概ね行われておりま
すが、今後、更に適正・
迅速に努めていくことが
必要であると思われま
す。

4

　開発事業等の申請や届
け出等に際し、開発事業
者等との協議を行い、よ
り良好な住環境や景観の
保全・創出のため、事業
者等に協力を求めながら
適正な指導を行うことが
できました。
　また、津市半田地内建
物等調査業務委託の成果
により、名古屋高等裁判
所に証拠説明書として提
出した上で、弁論準備に
臨むことができました。

現状維持

　開発事業等の申請や届
け出等に際し、開発事業
者等との協議を行い、よ
り良好な住環境や景観の
保全・創出のため、引き
続き事業者等に協力を求
めながら適正な指導に努
めます。

交通政策課
津なぎさ
まち管理
運営事業

津なぎさまち内旅客船ターミナ
ル及びその附帯施設のイメージ
アップやにぎわいの創出に努め
つつ、効率的かつ柔軟な管理運
営を行うとともに、海上アクセ
ス事業の円滑な推進を図りま
す。

高速船利用者
数

海上アクセス事業の高速
船利用者数は、他交通機
関や空港利用者の影響を
受けやすいという点はあ
るが、利用促進に向けた
取組による効果を測定す
る上で重要な指標である
ため当該指標を設定し
た。
なお、指標については、
過去5年間の高速船利用
者実績値の平均をもとに
設定した。
(参考：平成23年利用者
数　264,818人、平成
24年利用者数
268,323人、平成25年
利用者数　277,398
人、平成26年利用者数
262,536人、平成27年
利用者数　261,858
人）

270,000
人

261,858
人

高速船の利用状況は、夏
の繁忙期に欠航の影響で
利用者数が減少しました
が、その後シルバーウ
イークや、年末にかけて
利用者が回復し、前年度
とほぼ横ばいとなりまし
た。

3

　指定管理者制度により
施設利用者の利便性、快
適性に配慮した適正な施
設の管理運営を行うこと
ができました。また、海
上アクセスの利用促進へ
の取組として、県や運航
事業者などと連携し、県
外向けの利用促進ポス
ターの作成などを行いま
した。また、津なぎさま
ち開港10周年記念事業の
一環として三重県観光局
や中部国際空港と連携し
主要就航先において観光
キャンペーンを実施し、
海上アクセス事業のＰＲ
を行ってきました。
　高速船の利用者につい
ては、前年度からほぼ同
数となっていますが、安
定した利用者数を確保す
るため、引き続き、県や
運航事業者と連携し、更
なる利用促進を図ってい
きます。

拡充・充
実

　平成28年度以降も指定管
理者制度による施設利用者の
利便性、快適性に配慮した適
正な施設の管理運営のほか、
指定管理者の自主事業、イ
メージアップ事業等を通じて
賑わいの創出を図っていきま
す。また、高速船の利用者数
については、前年に比べてほ
ぼ横ばいであるが、引き続
き、県、運航事業者等との連
携を一層強くし、安定した運
航に向けて更なる利用促進に
取り組むことが必要であり、
平成２７年度に引き続き県外
利用者獲得のための利用促進
策として、中部国際空港から
の就航便が最も多い、北海道
と九州で観光キャンペーンを
行い、県外から三重県への観
光や、ビジネス利用について
は高速船が便利であることを
PRします。また、市内小学
生と保護者を対象とした高速
船乗船会を行うことで、市内
の方にも高速船の利便性を体
感してもらい海上アクセスの
利用促進につなげていきま
す。

交通政策課

伊勢湾へ
リポート
管理運営
事業

指定管理者制度により、津市伊
勢湾へリポートの効率的で、安
全性の確保に留意した適正な管
理運営を行うとともに、ヘリ
ポートの更なる利用促進を図り
ます。

着陸回数

着陸回数を指標に設定す
ることで、利用が促進さ
れているか、また利用料
金の増収による安定的な
管理運営を行うことがで
きているかの判断材料と
なり得るため、当該指標
を設定しました。

1300回 1204回

平成27年度については、
着陸回数が1,204回とな
り、昨年度と比較して
5.0％（64回）減少して
います。減少した要因と
しては、平成26年に伊勢
赤十字病院及び三重大学
附属病院のドクターヘリ
待機場所に給油施設が整
備されたことに伴う着陸
回数の減、県防災ヘリの
修理に伴う着陸回数の減
少によるものです。

3

　施設の管理について
は、指定管理者と連携
し、安全性を第一に考え
たヘリポートの適正な管
理運営を行うことができ
ました。なお、着陸回数
は1,204回で前年度比
64回の減少となったこと
から、今後も引き続き、
指定管理者等と協力し、
ヘリポートのＰＲを実施
するとともに、新たな利
用形態の発掘や新規事業
者の誘致に努める必要が
あります。

現状維持

　指定管理者制度によ
り、施設の安全性確保に
留意した適正な管理運営
を行うことができまし
た。
　今後も、指定管理者、
格納庫利用者と連携し、
安全性を確保しつつ効率
的かつ柔軟な管理運営と
コスト削減を推進してい
くとともに、格納庫用地
の新規利用者の誘致等、
更なる利用推進に取り組
むことが必要です。
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交通政策課
名松線復
旧関係事
業

美杉地域における生活交通の確
保と地域振興を図るため、平成
２１年１０月の台風１８号によ
る被災以降、バスによる代行輸
送区間のＪＲ名松線家城駅から
伊勢奥津駅間について、ＪＲ東
海、県、市による三者協定締結
を受け、早期復旧に向け水路整
備事業等の実施、また、水路整
備箇所における登記未処理箇所
の完了を目指します。
（平成28年2月までに水路事業
等完了し、同年3月26日ＪＲ名
松線全線復旧を果たした。）

工事完成箇所
数

水路整備箇所において、
JR東海から津市への登記
未処理箇所数を指標とし
て設定。

8箇所 8箇所
三者協定による工事
実施箇所数

５カ年計画の最終年度と
して計画どおりに事業を
完了することができまし
た。

4

平成２３年度からの５カ
年計画の最終年度とし
て、残るすべての工事を
完了し、予定どおり年度
内に全線復旧を果たすこ
とができました。

現状維持

平成27年度内の事業完了
を受け、今後は、登記未
処理箇所の解消を目指し
ます。

　平成27年3月31日に
策定した津市地域公共交
通網形成計画に基づき、
市民の移動手段を確保す
るため、市自主運行バス
の運行委託及び市民自主
運行バス事業への補助を
行い、バス運行事業の継
続に努めることができま
した。コミュニティバス
については、利用者や地
域住民の声を反映しなが
ら、必要に応じた運行の
見直しと改善を行いまし
た。地域住民運営主体型
コミュニティ交通事業に
ついては、高松山団地で
の取り組みについて、問
題点・課題の整理、分
析、運行見直しなど、同
団地乗合ワゴン運営委員
会の取り組みの支援を行
うとともに、他地域への
導入拡大にも努め、平成
28年3月からは、新たに
白山町の2地区において
乗合タクシーの運行が開
始されました。また、国
の補助金を活用して、公
共交通の見える化の推進
（インターネット路線検
索サイトへのコミュニ
ティバス時刻表データ等
の提供）や総合時刻表の
作成を行いました。今後
も津市地域公共交通網形
成計画の推進プロセスに
基づき、ＰＤＣAサイク
ルを適切に運用しなが
ら、施策を実施していく
ことが必要です。

拡充・充
実

　平成27年3月31日に
策定した「津市地域公共
交通網形成計画」の推進
プロセスに基づき、施策
を実施し、目標の達成状
況を把握し、計画の進捗
状況を評価するなど、Ｐ
ＤＣＡサイクルを適切に
運用しながらコミュニ
ティ交通の整備・改善を
行っていきます。

229,000
人

216,496
人

対前年比で、コミュニ
ティバスが99.4％、廃止
代替バスが95.5％、ぐ
るっと・つーバスが
96.6％、地域住民運営主
体型コミュニティ交通が
97.2％であり、いずれも
ほぼ現状を維持していま
す。引き続き、コミュニ
ティバス等のＰＤＣAサ
イクルに基づいた見直し
改善を図るとともに、公
共交通全体の利用促進に
取り組んでいく必要があ
ります。

3交通政策課
交通政策
関係事業

　コミュニティバスについて
は、平成25年4月から本格運行
に移行し、その後もPDCAサイ
クルによる事業評価と必要に応
じて見直し改善を行っていきま
す。
　また、平成27年3月31日に
策定した津市地域公共交通網形
成計画に基づき、地域住民主体
の新たなコミュニティ交通の推
進や、行政と民間事業者、地域
住民が協働した新たなバス路線
の検討、公共交通の利用促進に
も取り組んでいきます。

市財政投入路
線利用者数
（コミュニ
ティバス、廃
止代替バス
等）

公共交通システムの構築
度を図るための一定の判
断材料とするため、市財
政投入路線（コミュニ
ティバス、廃止代替バ
ス、ぐるっと・つーバ
ス、高松山団地乗合ワゴ
ン、二俣地区乗合タク
シー、上佐田地区乗合タ
クシー）について、各年
度の目標値を設定した。
なお、目標については、
津市地域公共交通網形成
計画の数値目標に掲げる
幹線及び支線と位置付け
るバス路線の利用者数の
うち、上記路線の利用者
数の割合をもとに改めて
設定しました。
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津駅前北部
土地区画整
理事務所

土地区画
整理推進
事業

土地区画整理事業を円滑に推進
するための津駅前北部土地区画
整理事業以外のその他事務経費
で、他市の事業者との情報交換
や権利者との交渉・協議にあ
たって理解・信頼を得られるよ
うに交渉能力を高めることを目
的とした補償や換地に係る専門
的知識を習得するための研修会
への参加経費等。また、交通事
故等の損害賠償金の事務経費で
す。

外部研修会へ
の参加人数

研修会等により習得した
補償や換地に係る専門的
知識を移転業務に生かし
事業の推進を図るため、
研修会への参加を指標と
します。

13人 13人 専門知識向上の推進
事務所内で専門知識習得
の意識付けがされている

4

積極的な研修会への参加
や、専門知識向上に努力
しているとともに、権利
者との協議の場で専門知
識を活用することができ
ました。

現状維持

平成２8年度も、積極的
な研修への参加や職員自
身の努力により、専門知
識の習得に努めていきま
す。

津駅前北部
土地区画整
理事務所

津駅前北
部土地区
画整理事
業

　津駅北側一帯の栄町三丁目、
栄町四丁目、上浜町一丁目、羽
所町の各一部の地域で、道路等
の公共施設が未整備で交通のあ
い路となっており、建物も老朽
化し密集市街地を形成している
面積約１１．６ｈａの地区を、
土地区画整理事業により地区内
の都市計画道路４路線とこれを
支える区画道路をあわせて整備
し、周辺の土地利用との整合を
図りつつ、都市防災にも十分配
慮し、交通の円滑化、宅地の利
用増進を促進し、良好な都市機
能と健全な市街地の形成を図り
ます。

仮換地の使用
収益開始箇所
進捗率

仮換地の使用収益開始と
は、当事業により建物移
転をした地権者の移転先
である土地を造成し、周
辺道路の整備をおこなっ
た中で、建築可能な土地
にして法的な通知により
仮換地として引き渡す行
為です。
この行為をもって各地権
者に対する利益の帰属が
されるものと考え、この
行為が全体箇所数に対し
何箇所されているかを進
捗率にすることにより、
当該事業の目的の達成度
を示すものです。

94% 92%
仮換地の使用収益開
始箇所進捗率

移転戸数減に伴う使用収
益開始箇所の減によるも
の

3

公共施設整備については
主要道路の整備が概ね完
了しました。物件補償に
ついては継続的な交渉に
より２件の工作物等の移
転を行いましたが、権利
者の一部との合意形成が
出来なかった難航物件に
ついて、平成２８年度も
引き続き粘り強い交渉を
続け、早期の事業完了を
目指します。

現状維持

継続して基盤整備を実施
するとともに、補償交渉
が難航している地権者に
対しても承諾が得られる
ように粘り強い交渉を行
います。

建築指導課
建築指導
関係事業

　市内で建築物を建築しようと
するものに対し、建築基準法に
基づき、建築確認の審査、建築
物の検査及び許可等を行いま
す。これらの建築確認制度等の
実施により建築基準法に規定す
る建築物の構造、設備等に関す
る技術基準を確保し、市民の生
命、健康及び財産の保護を図り
ます。

指定道路図及
び指定道路調
書の一部公表
に向けての準
備

都市計画区域内の道路に
ついて、関係部局と連携
し、基準時の立ち並びや
道路幅員、現況地番等を
調査の上、一律の基準に
従い指定道路図及び指定
道路調書を作成します。

　一部公表へ向け、
作成調書の確認・精
査を行う。

　指定道路図及び指定道
路調書の公表へ向け、位
置指定道路について確
認・精査を行いました。

3

　審査・検査などの取り
扱いに関し、他の特定行
政庁及び指定確認検査機
関と情報交換を行うこと
等により、円滑に事務を
遂行することができまし
た。
　指定道路図について、
次年度は一部公表できる
よう、更に確認・精査へ
向けて取り組んでいきま
す。

拡充・充
実

　引き続き、建築基準法
等の関係法令に基づいて
的確な審査・検査を実施
する。 また、指定道路図
の位置指定道路について
一部を公表し、位置指定
道路以外の指定道路につ
いて公表準備を進めま
す。

建築指導課
耐震化促
進事業

　津市耐震改修促進計画に基づ
き、市民の被害を直接軽減する
ための木造住宅や多数の者が利
用する特定建築物の耐震化率の
向上を推進し、災害から市民の
生命や財産を守り、安全で安心
して暮らせるまちづくりを推進
します。

耐震診断実施
戸数+
耐震補強事業
補助戸数+
耐震補強計画
作成実施戸数
+
除却事業補助
戸数

津市耐震改修促進計画に
基づく各年度に必要な避
難路沿道建築物耐震診断
事業補助戸数

690戸 541戸

耐震診断事業465
件、耐震補強計画補
助事業85件、耐震
補強補助事業70
件、木造住宅除却補
助事業70件を木造
住宅耐震診断住宅訪
問啓発事業と合わせ
て行う。

耐震診断事業の実績は
97.8%とほぼ達成できた
が、耐震補強計画、耐震
補強補助事業、木造住宅
除却補助事業において、
38％と数値目標を大きく
下回った。耐震診断事業
においては個別住宅啓発
訪問での申込件数が増え
たが、耐震化に対する市
民の意識低下への対応が
引き続き必要です。

2

　耐震補強計画補助事
業、耐震補強補助事業に
おいて、目標を大きく下
回る結果となった。耐震
補強相談会を実施し、木
造住宅の耐震補強に関す
る不安や問題点、補助制
度について丁寧に説明し
耐震化を促進し課題を克
服します。

拡充・充
実

　木造住宅除却補助事業
申請のための耐震診断申
込が増えています。木造
住宅の耐震化率向上を目
指すためにより一層、除
却補助制度の充実と地震
による木造住宅の被害を
軽減するため、耐震補強
相談会、耐震補強計画事
業、耐震補強事業の制度
拡充で津市耐震改修促進
計画に掲げる目標の達成
を目指します。
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建築指導課
空家等対
策関係事
業

　空き家が適正に管理されてい
ないため、損壊した建物の瓦や
外壁部材等が落下又は飛散した
り、建物そのものが倒壊するな
どして、道路の通行や付近の住
民等に危険を及ぼすおそれのあ
るケースについて、空家等対策
の推進に関する特別措置法に基
づく措置等を行うことで、当該
空き家の所有者自らの状況改善
と適正管理を促し、良好な住環
境の形成を推進します。

危険空家の改
善と適正管理
の促進

　空き家が適正に管理さ
れていないため、周辺に
危険を及ぼすおそれのあ
るケースについて、空家
等対策の推進に関する特
別措置法に基づく措置等
を行い、空き家の所有者
自らが状況改善と適正管
理を行うよう促します。

　適正に管理されて
いないため、危険な
状態にある空き家の
所有者に改善及び適
正管理を促し、良好
な住環境の形成を推
進します。

　平成25年以降、相談の
あった183件に対しこれ
まで補修や撤去等により
改善等されたものは60件
(改善率32.7％)、そのう
ち特定空家等については
34件中3件が解体により
改善されている状況で
す。今年法が施行された
ことにより相談件数が増
大（母数が増大）してい
ます。

3

　相談件数183件に対し
改善済60件、改善率
32.7％となっている。そ
のうち34件の「特定空家
等」は3件が解体による
改善となっている。所有
者による空き家の状況改
善には費用もかかり、所
有・相続の状況によって
は、その調整に相当の期
間を要するケースも多
い。引き続きこれまで同
様に、定期的な現地パト
ロールと所有者に対する
改善依頼や法に基づく措
置の段階的な実施等、繰
り返し粘り強く対応する
ことで改善促進を行う必
要があります。

現状維持

　法が施行され、空家対策に
対する市民の関心が高まって
おり、空き家自体が増加傾向
にあることも手伝って、相談
が今後も増加することが予想
される。また、空家対策計画
策定の為平成27年度に都市
政策課が実施した空き家の実
態調査で、「居住不能」又は
「大改修が必要」と判定され
た約300件に対し、「特定
空家等」に該当するかどうか
を調査し、該当すれば法に基
づく措置を行っていく必要が
ある。これら新規案件に対応
しつつ、未改善で対応継続中
の案件についても、引き続き
これまで同様に、定期的な現
地パトロールと所有者に対す
る改善依頼や法に基づく措置
の段階的な実施等、繰り返し
粘り強く対応することで改善
促進を行う必要があります。
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